
令和２年度包括外部監査の結果に基づき講じた措置の内容 

テーマ：公立大学法人富山県立大学の財務に関する事務の執行及び管理について                            

頁 監査結果報告書（結果・意見） 措置の内容【公表項目】 
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第四 監査の結果及び意見 

２．規程等の整備、運用 

【意見２－１】規程、細則等の制定、

改廃時の運用 

 ヒアリングによると、実際に規程、

細則等を制定、改廃する際には、事務

決裁規程別表第１に従い、理事長によ

る重要性の判断のもと、理事会に諮る

ものと、それ以外に分けているとのこ

とである。 

 しかしながら、基本的事項は理事会

で決議し、それに基づく日常の運用に

ついては理事長に意思決定を委任して

いるというのが定款と事務決裁規程の

関係と思料されるところ、現状の運用

では、「重要なもの」の定義が曖昧で、

理事会で決議すべき基本的事項かどう

かを理事長の判断に任せており、結局

は理事長の判断次第で決定されること

になる。 

 規程、細則等の制定・改廃について、

規程管理規程を定め、規則、規程、細

則、要綱等、について定義し、それぞ

れの制定、改廃のルールを明確にする

ことが望ましい。 

 

４．増改築及び修繕の計画管理、及び

契約事務 

【意見４－１】一般競争入札を行う際

の金額基準の明文化 

 工事請負契約を締結する場合には会

計規程第52条及び第53条に基づき、一

 

 

公立大学協会の加盟大学に

対して、規程管理規程の整備状

況を調査したところである。そ

の調査結果を踏まえ、規定管理

規程の制定も含め、制定、改廃

のルールを明確にするよう取

り組んでいく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公立大学協会の加盟大学に

対して調査を行った結果、一般

競争入札を行う際の金額基準

を明文化しているのはごく少
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般競争入札を原則とする。 

 富山県立大学では、一般競争入札を

行う際の金額基準を明記した資料はな

いが、富山県農林水産部及び土木部の

発注工事における「条件付一般競争入

札実施要領第3条」を参考とし、設計額

が2千万円以上の工事を一つの目安と

している。実務において一般競争入札

の入札基準を2千万円以上とするので

あれば、契約事務の内規として金額基

準を定めることが望ましい。 

 

５．事務機器等の物品管理 

【意見５－１】廃棄証明等の入手 

 不用資産の処分については、以下の

フローのとおりである。廃棄処理する

場合は、「資産廃棄申請書」を事務局

に提出し、事務局において固定資産台

帳へ除却登録を行っている。この点、

現物の処分については資産使用者に一

任されており、特段廃棄証明等の取受

けは要求されておらず、現物を廃棄せ

ず転売等が行われるリスクが少なから

ず存在する。また情報資産の処分にか

かるデータ消去の手続等も特段規定さ

れていないとのことであり、個人情報

や研究内容の流出の危険性も存在する

と考えられる。 

 情報資産については、資産管理マニ

ュアル等において厳格な廃棄方法の仕

組み・ルールの構築をすべきである。

また資産現物については事務局での廃

棄確認及び廃棄方法の記録を残すとと

もに、業者を利用した廃棄の場合には

廃棄証明書を取得するなどの体制を構

数であることから、内規として

金額基準は定めず、公立大学法

人富山県立大学会計規則第62

条の規定に基づき、県の規程を

準用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

資産の処分に係る手続きに

ついては、他大学等の廃棄方法

の仕組みを調査し、当面の対応

として、情報資産の処分にかか

るデータ消去の手続きについ

ては「データ消去確認書（仮）」、

物品については「廃棄証明書

（仮）」等の提出の義務づけを

進めている。 
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築することが望まれる。 

 
（資産処分のながれ）

「使用者変更届」
にて管理者変更

取得価格100万円以上の資産については、残存価額がゼロ又はマイナスであることを証明する見積書をメーカー等

から徴収し添付

引継ぎ処理

使用可能 使用不可能

残存価格なし

売却処分

残存価格あり

(期間満了後)
廃棄申請

期間満了まで
教員保管

廃棄

左記以外

廃棄申請

廃棄

利用希望あり

耐用年数内又は
補助金の処分制限

期間内

利用希望なし

廃棄希望

 

 

７．薬品等の毒劇物及び危険物等の管

理 

【意見７－１】規程類の未作成 

 規程等において、薬品や毒劇物等に

関する管理規程、マニュアルが制定さ

れていない。薬品等の取扱いや管理は

法令等により適切に対処することが求

められているが、その対応を教員等個

人の取扱責任者に一任するのではな

く、大学としても組織対応すべきこと

から規程を定めることが望ましいと考

える。現行の個人単位での管理はその

方法や状況管理が属人的になり、大学

組織内でも適時に状況把握することが

困難となる。監査手続により任意にサ

ンプル抽出した研究室に対して、薬品

等の管理状況をヒアリングし、関連資

料の閲覧を実施したが、現物確認の実

施時期やその結果状況を記録した資料

の作成方法は異なり、教員個人のデー

タベースに保管されていることから担

当教員以外の者が状況を把握すること

は困難な状況となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年度、学内に薬品管理

委員会を設置し、本学の薬品管

理のあり方について検討を進

めてきた。管理方針の素案は決

定済みであり、薬品管理委員会

の承認を得られ次第、同方針に

沿った規程を整備し、当該規程

に従って薬品管理を行ってい

く。 
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 薬品等の使用・保管状況を大学組織

として適時適切に把握するため、薬品

等規程を定め、これに従った薬品等の

管理を実施することが必要と思われ

る。 

 

【意見７－２】管理体制の組織化 

 意見７－１にあるように、管理運用

は各研究室の管理責任者である教員に

任せられているのが実態であり、大学

全体として指揮管理系統が組織化され

ていない。 

 消防法の危機管理体制はあるもの

の、これは主に火災を想定した対策と

して設置されたものであり、薬品等は

毒物及び劇物取締法に基づく管理が求

められていることから、事故発生の可

能性とその防止・低減の視点からも組

織的な対応が必要と考える。 

 大学としては消防法の危機管理対応

組織と同一として対応している、との

ことであるが、危険物以外で人体に影

響を及ぼす可能性があり、薬品等の視

点から大学全体での指揮管理系統とし

て機能追加の検討が必要と考える。 

 

【意見７－３】受払簿の保管場所 

 トルエン等は消防法に基づき危険物

貯蔵庫に保管されているが、現物と共

に受払簿が保管されている。 

 貯蔵庫は施錠管理されていることか

ら持ち出しが不明となる可能性は低い

が、受払簿については責任者が保管す

るなど記録の紛失、または改ざんが行

われる可能性を低減するなどの対応が

 

 

 

 

 

 

消防法に基づく自衛消防組

織とは別に、令和３年度に薬品

管理委員会を設置し、同委員会

を中心とした組織的な薬品管

理に取り組んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年度、学内に薬品管理

委員会を設置し、本学の薬品管

理のあり方について検討を進

めてきた。受払簿を責任者にお

いて管理するよう取り組んで

いく。 

 

 

 



 

 

54 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

57 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

必要と思われる。 

 

【意見７－４】薬品等の廃棄ルールの

制定化 

 使用見込みがない薬品等を廃棄する

ルールが明確化されていない。但し、

廃棄業者依頼のため、事務局担当者は

年一回廃棄希望を取りまとめのうえ廃

棄処理を行っている。 

 したがって、実質的には実施してい

るといえるが、不要な薬品等は持たな

い、という意識を共有するためにも規

程として明文化することが望ましい。 

 

８．物品の調達、委託契約等の契約事

務 

【意見８－２】定期健康診断業務に係

る契約方法の見直し検討 

 従来から定期健康診断業務は以下の

理由により公益財団法人富山県健康づ

くり財団と随意契約としているが契約

方法の見直しを検討する必要がある。 

 

～随意契約理由～ 

委託予定の「富山県健康づくり財団」

は、集団検診の中核指導施設として県

等が出資して設立された財団であり、

高校や企業等、数多くの健康診断を実

施している。受診人数・検査能力にお

いて、県内では同財団の信頼は高い。

また、本学の定期健康診断において実

績があり、在学生の検診データの経年

管理を行っていることからも、同財団

への委託が適当であると考えられる 

 

 

 

令和３年度、学内に薬品管理

委員会を設置し、本学の薬品管

理のあり方について検討を進

めてきた。管理方針の素案は決

定済みであり、薬品管理委員会

の承認を得られ次第、同方針に

沿った廃棄ルールを整備し、当

該ルールに従って薬品廃棄を

行っていく。 

 

 

 

 

 

令和４年度より、３業者の指

名競争入札を行い、委託契約先

を選定している。 

（令和4年1月28日、入札実施

済 ） 
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 委託によって事業を行うことを決定

した場合、委託先の選定過程で競争性

を確保することは重要である。富山県

内には同財団以外に巡回健康診断を実

施している業者も存在しており、同財

団の1社随意契約を適当と判断して他

社を排除する意義は薄いと考える。今

後巡回健康診断を実施できる企業等を

調査し、契約方法の見直しを検討され

たい。 

 

【意見８－５】契約方法の見直しにつ

いて 

 現状、日常清掃業務委託と定期清掃

業務委託を別契約としているが両業務

を分けて委託することの意義は薄い。 

 両業務を併せて委託を行うことによ

り、業者選定、契約手続き、業務の執

行状況の確認などの負担が減り、事務

の効率化を図ることが期待できる。コ

スト削減、事務負担の軽減等を十分検

討し、契約方法の見直しを検討された

い。 

 

10．労務管理及び人事評価 

【意見１０－１】残業の事前承認 

 職員の残業の可否については、上席

者の事前承認が口頭でしかなされず、

文書上は事後承認が確認できるのみで

ある。この場合、上席者による残業の

必要性の吟味が十分になされない結

果、残業時間の圧縮や働き方改革に繋

がらないリスクがある。 

 職員の残業の必要性の吟味と残業時

間の圧縮のため、上席者は文書により

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日常清掃業務委託と定期清

掃業務委託を合わせて委託す

ることで競争性の確保が損な

われないように、業務内容等の

見直しを行い、両業務を合わせ

て委託する方向で取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年度から、事務局の一

部職員について時間外申請機

能を有した勤怠管理システム

を試験導入した。 
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残業の事前承認を実施することが望ま

れる。 

 

14．寄附金に係る管理 

【意見１４－１】遺贈・相続財産等の

寄附受入の促進について 

 昨今では、遺贈・相続財産等の寄附

受入を積極的に受け入れるため、公的

機関等でもパンフレットの配布等によ

るアピールが進められているところで

ある。富山県立大学でも、遺贈・相続

財産等の寄附がこれまで以上に増える

可能性がある。 

 富山県立大学への寄附は、国・地方

公共団体に対する寄附金として、所得

税法上、特定寄附金として優遇が受け

られるほか、相続財産の寄附の場合に

は、相続税法上、原則として非課税扱

いとなる。このメリットを活用し、遺

贈・相続財産の寄附受入に向けた取組

みを進め、学校教育の更なる充実を図

る必要があると思われる。 

 日本赤十字社や各学校法人など、こ

のようなメリットをアピールし、寄附

財産の受入促進に向けた取組みを進め

ているところもみられる。 

 富山県立大学においても寄附・遺贈

することのメリットをアピールし、寄

附受入の機会をより多くするような取

組みが期待される。 

 

 

 

 

公立大学協会の加盟大学に

対して、遺贈・相続財産等の寄

附受入の促進の取組について

調査したところであり、その調

査結果を踏まえ、寄附受入れが

促進されるよう取り組んでい

く。 

 

 


